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はじめに

『国民生活白書』は、毎年その副題 が注 目

される。そこにその年に取 り上 げられたテー

マが集約されているからである。1992(平 成

4)年 版 『国民生活 白書』の副題 は、「少子

社会の到来、その影響 と対応」 とい うものだ

った。1990(平 成2)年 には、「1.57ショッ

ク」という言葉が流行語 となったが、「少子

化現象」が 『国民生活白書』の中心テーマに

まで取 り上 げられることになったのである。

本稿では、 この1992(平 成4)年 版の 『国民

生活白書』の内容 に従いなが ら、「少子化現

象」 とその背景 について考 えてみたい。

少子化 ・少子社会
「少子化」「少子社会」 という言葉 自体 は、
一般的な言葉 としてはあまりなじまない表現

であるが、字面を見ればその意味するところ

は一目瞭然である。「子供が少なくなること」

「子供の少ない社会」 とい うことである(白

書では、少子社会 を 「子供や若者の少ない社

会」 と定義 している)。「少子化」 というのは、

言い換 えれば 「出生率の低下」 ということで

ある。

したがって、白書が目指 したのは、少子化

現象をもたらした要因や背景の分析 とそれが

与 える社会への影響、さらにはその進行 をど

うしたら食い止めることができるかという、

それへの対応を示すことである。

平成4年 版 白書は、総頁460頁 に及ぶ例年

にない大部なもの となっているが、その内容

は、実は表一1に 集約されているといってよ

い。 このフローチャー トには、「少子化」の

要因がまんべんな く網羅されているし、それ

らの相互連関 もうま くまとめ られてい る。

「これを見て もらえば、良 くわかる」 という

ことになるのだが、それでは論文にならない

ので、以下問題点をいくつかピックアップし

て検討 してい くことにしょう。

1.57シ ョック

厂はじめに」でもふれたように、「少子化現

象」が大 きな社会問題 として注目を浴びたの

は、1990年 のことである。6月 に発表 された

前年の厚生省の人口動態調査の結果が直接の

きっか けだ った。 これによる と、1989年 の
「合計特殊出生率」(女性一人当たりの平均出

産数:一 人の女性が一生に産む子供の数)は 、

史上最低の1.57を 記録した(そ の後さらにこ

の数字 は低下 し、1991年 には1.53と なった)。

このため、マスコミはこの問題 を大きく取

り上 げ、社会的反響 も大 きかった。さらには、

ことさら事態の深刻さを強調する 「1.57ショ

ック」な る大げさな命名 が、一種の 「流行

語」 にまでな り、その反響に一層拍車をかけ

ることとなった。
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表 一1出 生 率 低 下の 要 因(フ ローチャート)

(原因) (要因) (背景)

1男 女の人 ・のアンバ ランス1
伸 市 化1

1多様な楽しみの増大1

1単身生活の便利さの増大 ト

7成 熟 化

非婚化 ・晩婚化一8
1女性の高轣 化 卜

ノ7も

//爿 サービス化1

男女の機会均等化1

攵性の就業率の高まり

老後の子供依存の低 下

育児への精神的 ∠負担 感
の増大 丶

子供の将来への不安

改育費の増大 丶丶

士事と家事 ・育児
n両 立 の難 しさ 丶

頬 飴 の高まり1

不充分な夫の黐 分担k
劃

v

与配偶女子の 出生率 の低'

長い労m問1

一
不充分な居住環境

1

過熱して・破 験辮r

一
不充分な家事・育児の支援体制i

(備 考)1.婚 外子 、離婚 については省略 した。

2.主 要と思われる関係を示 したものである。

『平 成4年 版 国 民生活 白書』P
.8

古いタイプの政治家の中には、その原因を

単純に女性の高学歴化や、社会進出のせいに

する者 もいて、女性のライフスタイルの変化

に的はずれな非難を浴びせるコメントも聞か

れた。

また財界か らは、「労働力不足になる」「社

会の活力が失われる」などの声が上が り、出

生率回復策 を求める声は小さ くなかった。そ

のためもあってか、「児童手当ての増額」「育

児休業制度の法制化」の検討な ど、政治の側

の反応 もいつにな く素早かった。1)

しか し、政財界のリアクシ ョンには、時代 ゜

錯誤の 「生 めよふやせよ!」 的なニュアンス

が強 く、当事者の共感を呼ぶものではなかっ

た。以下でも検討するとように、このような

上か らの 「生めよふやせよ」のかけ声だけで

は事態の改善が図れないことは明らかである。

非婚化 ・晩婚化

表一1に も示されているように、「少子化」

(出生率の低下)の 直接の原因は、「非婚化」
「晩婚化」及び 「有配偶者 の出生率の低下」

である。つまり、女性が結婚 しない、結婚す

るとしても遅い、結婚 しても子供 を産 まない

ということである。

これらはあらためて指摘するまで もな く良

く知 られている事実であるが、例 えば 「晩婚

化」は具体的数字で示す と次のような変化 を

示 して い る。平 均 初 婚 年 齢 を見 る と、

1951(昭 和26)年 に は、男 性25.9歳 、女 性

23.1歳 であるのが、1991(平 成3)年 には男

性28.4歳 、女性25.9歳 となっている。40年 間

の間に男性で2.5歳 、女性で2.8歳 上昇 した こ

とになる。平均初婚年齢の推移を見ると、団
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塊の世代が結婚し始めた時期 に当たる1971年

前後 を除 けばほぼ一貫 して上昇 してお り、
「晩婚化」が大きな潮流 になってい ることは

明白である(23-24頁 、以下特に断 りのない

場合は、頁数は平成4年 版 『国民生活白書』

か らの引用を示す。)

結婚をするのが遅 くなれば、子供 を産むの

も遅 くな る、つ まり 「晩婚化」はイコール

「晩産化」(27頁)で あって、そうなれば産む

子供の数も減少す るというのは必然の結果で

ある。ここまでの因果関係は誰でもわかる。

非婚化 ・晩婚化の要因

ということになると、次に問われなければ

ならないのは、「非婚化」「晩婚化」の原因で

ある。「なぜ結婚 しないのか」「なぜ結婚する

のが遅 くなるか」 ということである。

表一1で はそれ らは、「男女の人 口のアン

バ ランス」「多様な楽 しみの増大」「単身生活

の便利さの増大」「女性の高学歴化」「女性 の

就業率の高 まり」 という項 目にまとめられて

いる。

これ らの項 目は、確 かにそれ ぞれ 「非婚

化」「晩婚化Jと 深 くかかわっているだ ろう

が、その要因を考えるためには、本文の記述

に対応 した章別構成の方を見た方が、問題の

所在が よりはっきりして くる。

白書で 「非婚化」「晩婚化」の要因 を分析

しているのは、本文で言えば 「第2章 結婚

と若者の意識」「第3章 女性の職場進出 と

家族の変容」がそれに当たる。

つま り、白書は 「非婚化」「晩婚化」の要

因 を大きく分 けて二つの側面から検討 しよう

としているのである。ひとつは、結婚を取 り

巻 く状況の変化 と若者の結婚意識 ・結婚観の

変化であ り、もうひとつは、女性の社会進出

とそれに伴 う家族の変容や男女の性別役割意

識の変化である。

若者の結婚観

これらも特に新 しい観点 とは言 えないが、

この中で指摘されているものの中で、興味深

い と思われるものを一二取 り上げてみよう。

そのひ とつは男女の結婚観のずれである。

それは、図一1に 示 されている。男も女 も互

いに相手を重視するであろう 「結婚の条件」

を誤解 しているというのである。

つまり、男の方は女性が夫の条件として重

視するものを、「容姿」であるとか 「学歴」

であるとか 「収入」や 「資産」だと思い こん

でいるが、実際に女性たちの方は結婚相手の

条件 として、 これらを男が思 うほ どは重視 し

ていないということである。

これはあまりにも有名になってしまった例

の 「三高」(高 学歴、高収入、高身長)を 、

男たちが真 に受けて しまっていることを示し

ている。 ここにもマスコミが作 った 「虚像」

に振 り回されてしまっている受け手の一例が

見られる。

逆に女性の方は、「男性が重視するであろ

うと考 える結婚相手の条件」に 「家事ができ

る」「家庭 を第一に考える」などを、実際 に

男性が考 えるより多 く上 げている。

白書 は、このずれが結婚を阻むひとつの要

因 とな り得ることを示唆しているが(36-39

頁)、 後者 に関 して言えば、男の側が女性 に

対 して求めるそれらの条件の数字 自体の大 き

さの方が問題だと思われる。「家事ができる」

(39.9%)「 家庭 を第一に考 える」(35.7%)

は、決して低い値ではない。多 くの論者が指

摘するように、「女性 は結婚に対等なパー ト

ナーを求めているのに、男性の方は相変わら

ず母親の代理 を求めている」 という男女間の

結婚観のずれの方が、結婚の障害 としては大

きい といわざるを得ないだろう。

結婚のメリッ トとデメリット

白書は、「結婚 と若者の意識」の章に、「結

婚の魅力と不利益」 という節を設け、結婚の

メリットとデメリットを考察している。世論
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図 一1相 手 の 重視 する条 件 についての 予 想 と実態 のずれ

「あなたが結婚す る際 、結婚相 手の条件で最 も重視す るの は何 ですか。既婚の方は結婚 した時の 条件 をお

答 え下 さい。(4つ 選 択可)」
「逆 に、一般的 に言 って、異性 は結婚す る際 に、結婚相手 の条件 で何 を最 も重視す ると思 います か。(4つ

選択 可)」

〈妻の各件〉

(%)
100908070605040302010

〈夫の 条件 〉

(%)

0102030405060708090100

資 産

容 姿

学 歴

収入の安定

性格が合う

家事ができる

収入が高い

共通の趣味を持

っている

金銭感覚が似て
いる

自分 を束縛 しな

い

家庭を第一に考

える

自分にない性格

を持っている

(備 考)1.経 済 企画 庁「平 成4年 度 国民生 活選好 度調 査」により作成 。

2.対 象 は、全国 に居住 する20歳 代の男女347人 。

『平成4年 版 国民生 活 白書』P .37

調査の結果が示す ところによると、結婚の利

点 として若者が上げるのものは男女 とも 「精

神的な安 らぎの場が得 られる」が圧倒的に多

い(図 一2参 照)。

「一人前 の人間 として認 められ る」も、そ

れな りに大 きな値を保 っていて、相変わらず

日本では 「結婚への圧力」が強力な規範 とし

て機能していることをうかがわせ るが、それ

らを除 くと結婚のメリットというのは今 日で

はかなり限定されたもの となっている。

こうした変化は、家族の機能の縮小化の過

程で家族に最後 まで残 されているのは 「社会

化の機能」 と 「人格安定化機能」だ とい う有

名 な社会学の理論を思い起 こさせるが、裏返

す とそれ以外のメリットはほとんどないとい

うことである。
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図一2結 婚生活は安らぎの場

L般 に、結婚の利点は何だと思いますか。(2つ選択可)」

〈20・30歳代 の男性 〉 〈20・30歳代の女性〉

(備 考)1.経 済企 画庁 「平成4年 国民 生活 選好度調 査 」により作成 。

2.対 象は全 国に居住 する20、30歳 代 の 男女852人 。

『平成4年 版 国民 生活 白書』P
.46

結婚のメ リット・デメ リッ トに関連 して、

白書は 「単身生活の魅力」 という項 目を取 り

上げている。安価な家電製品の普及、加工食

品の著 しい供給増、コンビニエンスス トアの

店舗数の増加などにふれ、次のようにコメン

トする。 「……種々の便利なサー ビスが

充実してきた ことから、ある程度のレベルの

生活は単身でほとんど家事をしない人でも維

持することが可能になってきたといえるだろ

う」(53頁)。

そして持って回った言い方ながらも、 こん

な大胆な結論 も下 している。 「結婚の利

点に精神的安 らぎを求める割合が高いことは、

裏を返せ ば他の点において結婚する必要性が

薄れてきてすることを表している といえる部

分もある といえよう」(54頁)。

これは図一2か らも明らかだが、今 日の結

婚では、「生活の便利 さ」 は男性 においてす

ら結婚の強力な動機づけにはなっていないの

である。 これが昔の結婚 とは違 うところであ

る。一世代前の人たちの結婚の実態を見ると、

こう言 って しまうとミもフタもないのだが

「単身生活の不便 さ」を解消する手段 として、

あるいは食欲 と性欲 を満たす手段 として、結

婚が選択 されていたというところがある。一

方結婚 のデメ リッ トとなる と、男女 とも、

「自由に使えるお金が減ってしまう」「や りた

いことの実現が制約 される」の答が上位を占

めている(図 一3参 照)。 しかし、 これ を細

か く見てい くと興味深い違いが示 されている。

「や りたいことの実現が制約 される」の答は、

男性の場合 「有配偶者」の数字が 「独身者」

のそれを大きく下回っているのに対 して、女

性の場合は逆になっている。差は小 さいが、
「自由に使 えるお金が減 ってしまう」 も同 じ

パターンを示 している。

「家事 ・育児の負担が多 くなる」は、男女

とも 「有配偶者」が 「独身者」を上回るとい

う同じパター ンを示しているが、その絶対値

に大きな差がある。「不利益 はない」につい
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図一3女 性 に重 い結 婚 後 の行 動の 制約

「結婚 してと くに不利益 になると思われ る点は何 だ と思 いますか。(2つ選択可)

〈20・30歳代 の男性〉

(%)6050403020100

〈20・30歳代の女性 〉

0102030405060(%)

異性 との交際が 自

由にできない

自由に使 えるお金 が

咸ってしまう

やりたいことの実現

が制約される

配偶者の考えへの

配慮がわずらわしい

家事 ・育児の負担 が

多くなる

付 き合いが増えるの

でわずらわしい

仕事がしにくくなる

不利益はない

(備 考)1.経 済企画 庁 「平 成4年 度 国民 生活選 好度 調査 」により作 成。

2.対 象は全 国に居 住する20、30歳 代の 男女 計852人 。

『平 成4年 版 国民 生活 白書』P .49

てその数字の開きは非常に大きなもの となっ

ている。 これ らを見て くると、「……結婚生

活 は女性にとって独身時代に考 えるよりも、

負担 ・不利益が多いといえるであろう」(50

頁)と いう結論になる。

こうなる と、女性が結婚 したがらないのは

当然だ ということになってくる。それでな く

て も、「シンドイ ことは した くない」 という

のが今時の女性の顕著な性向である。女性に

とってデメ リットばか りの目立つ結婚を、何

で好き好んでするものかいう話になる。現 に、

自宅から通勤す るOLな どは、経済的に最 も

余裕のある、可処分所得が最も多い女性たち

だというのは良 く知 られた事実である。
一般論 として少 しカッコよく言 えば、「自

己実現につなが らないような結婚はした くな

い」 というのが当世女性の結婚意識 というこ

とになる。 これを下世話のレベルの本音の発

言に置 き換 えれば、「今の生活のレベル を下

げるような結婚 はした くない!」 ということ

にもなる。 このように、現状は女性 を結婚か

ら遠ざける条件がそろっているということに

なる。

仕事vs結 婚 ・出産

女性の職場進出も、一般的には 「少子化」

の一因として考えられている。この問題 につ

いては、すでにさまざまな議論が出つ くして

いるので、白書の分析にも特 に新味はない。

この問題を単純化すると次のように言える。

現在の日本社会で働 く女性 には、「結婚

か仕事か」「仕事か出産 ・育児か」 という二っ

のハー ドルが存在する。それをいかにクリア

ーするか ということであるが、それらが二者

択一の形で当事者に選択 を迫 りがちだ という

ところが問題なのである。いずれか一方 しか
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図一4女 性が望む就業形態

職業をもたない

ほうカミよい

職 業をもち

結婚 ・出産を

契機 として

家庭 に入るほうが よい

職業をもち、結婚や出産

などで一時期家庭に入り、

育児が終わると再び職業を

もつほうがよい

職業 をもち、

結婚や 出産の後も

仕 事を続 ける

`まうカミよし、

/'v… … 一'▼

就職(業)し 、結婚や出産などを

契機として家庭に入る

ioo(%)
ロ

就]職(業)し 、長く働く

　

就職(業)し 、結婚 や出産などで
一時期 家庭に入るにしても、再び働く

(備 考)i.総 理府 「婦人 に関 する意識 調査 」(昭和47年)、 「婦 人の就 業 に関す る世論調 査」(昭和58年)、 「女性

の就業 に 関す る世 論調 査」(平成 元年)に よ り作 成。

2.対 象 は、昭 和47年 調査 が18歳 以 上の女 性 、58年 調査 が20歳 以上60歳 未満 の女性 、平成 元年 調査

が20歳 以上 の女性 であ る。

『平成4年 版 国 民生活 白書』P
.63

選べなくて、仕事が選択 された場合、それは

確かに直接的に 「少子化」にむすびつ くだ ろ

う。

したがって、一般論 としてはこの問題を解

決する方策はじつにはっきりしているのであ

る。つ ま り、働 く女性が安心 して結婚や 出

産 ・育児ができるようにする こと、結婚生

活 ・家庭生活 と仕事が両立できるとような条

件が整えられることが必要だ ということにつ

きる。

図一4に も示されているように、女性の就

業意欲は年を追うごとにますます高 まってい

くことがわかる。 また、経企庁 「女性の就業

と出産・育児の両立 に関する意識調査」(平 成

3年 、対象:20～44歳 有職既婚女性)で も、

将来の出産 とその際に仕事はどうするかにつ

いて尋ねた ところ、「いったん仕事 をやめ、

しばらくして再就職(復 職 を含む)す る」 と

答 えた人が42.3%と 最 も多 く、「産前産後の

休みを除いて仕事を続 ける」 も、16.6%で あ

った。逆に 「出産を機 に仕事を辞め、以降は

家事 ・育児に専念する」は21.0%で ある(96

頁)。

これらのデータが示すように、女性の高い

就業意欲 と出産 ・育児 を両立させるためるに

は、再雇用 ・再就職制度を整備することしか

ない。

これとは別に、実際 に働 いている女性たち

は、出産や育児を支援する制度や条件 として

どんなものを考えるているだろうか。それを

示 したのが、図一5で ある。最 も多いのが、

「育 児休 業 の充 実」(46 .7%)で あ る。以下

「出産費用の補助」(33 .0%)、 「労働時間の短

縮」(31.9%)と 続 く。男性(夫)の 回答 と

の間には微妙な違いがあるが、「育児休業」

の有効性 を認める点では一致 している。育児

休業法については先にもふれたが、問題 は育

児休業中の所得保障である。育児休業の実現

は確かに大きな進歩だが、所得保障付 きでな

いと、休業中の経済的不安は払拭できない。

その点、白書でも言及しているスウェーデ

ンの育児休暇制度は、完備 している。休暇中
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図一5共 働 き世 帯 が望 む 出産 ・育 児 に必 要 な制 度

「一般 的に出産 や育 児 をしやす くす るためには どの ような

制度 、環境 を整 えてい く必要が あると思 い ますか。(3つ 選

択 可)」

(%〉

出産費用の補助

育児手当の充実

育児休業の充実

保育園の充実

夫の応分な家事分担

住宅の改善

再雇用制度の充実

労働時間の短縮

育児を助けあえる
ような環境の育成

ベビーシッターの

普及

01020304050

(備 考)i.経 済企 画庁 「平成4年 度 国民生 活選好 度調査 」により作成 。

2.「共働 き世帯 の夫 」は本人 、妻 が と もに 「勤 め人」と答 え

た159人 、「共 働 き世 帯 の妻」は本人 、夫が ともに 「勤 め

人 」と答 えた182人 の回 答で あ り、 同一世 帯の夫 婦の 回

答 ではな い。

『平成4年 版 国民 生活 白書』P.91

の所得保障は父母 にあわせて450日 間あ り、

その うち360日 については勤労所得の90%、

残 り90日 についしては一定額(1990年 には60

クローネ、1ク ローネ=約25.4円)が 支給 さ

れるという(193頁)。 こうした制度の力 も

あってか、スウェーデンでは、先進諸国が軒

並出生率 を下げる中、唯一例外的にといって

いいほど出生率を大きく回復 している(資 料

2参 照)。

今まで述べてきたことはいずれ も 「制度」

の問題である。制度 というのは極端なことを

言えば、作ってしまえばそれで済むことであ

る(実 現す ること自体が困難であることは言

うまでもないが)。 ところが、ある意味で も

っとやっかいなことがあるのだ。

それは人々の 「意識」 と 「現実の行動」 と

い う問題である。一般論 としては、「男 は仕

事、女は家庭」 という伝統的な役割分担意識

に時系列的な変化は見られる(図 一6参 照)。

しかし、ちょっと設問を変えると、これ も怪

しくなって くる(図 一7参 照)。 「女性 は家

事」と答えるものは、全体で男性 は、66.2%、

女性でも52.4%と なっている。 しか も、20歳

代の男性 を見る と、「Aに近 い」 とす るもの

は11.2%と 他の年齢層より少ない ものの 「ど

ちらか といえばAに 近い」 と合わせると65.0

%と なって、30歳 代、40歳 代の男性を上回る

(83頁)。

さらに、実際の家庭での日常的な家事分担

を見るとこち らは相変わらず進んでおらず、

家事 は相変わ らず妻の仕事 となされてい る

(図一8参 照)。 しかも、これは共働 きの世帯

の夫の場合で もほとん ど違いはな く、家事 は

共働 きの女性に大 きな負担 となることがわか

る。共働きの主婦 は、仕事に加 えて家事労働

もしなければならず、疲れ果てているという

現実がある。

これに関 しては、男(夫)の 側にもそれな

りの言い分(言 い訳!)が あるだ ろう。現状

のような、長時間労働、長時間通勤 といった

働 き方の中では、た とえ 「家事 を分担 した

い」 という気持ちがあつて も、物理的に困難

であると……。

男の仕事中心 ・会社中心のライフスタイル

それ自体の変更 と同時に、男の側の意識改革

が必要 となって くるだろう。

有配偶者の出生率の低下

上で述べたように、 日本の現状ではさまざ

まな結婚を妨 げる条件がある。そのような困

難 を乗 り越 えて結婚 までこぎつけたとしても

出産にも大 きな障害がある。女性たちは結婚
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図一6男 女の 役 割 分担 意識 の 変化

「男 は仕事 、女は家庭」 という考 え方が あ りますが、 あなたはこの考え方 に同感す る方 ですか、 そ

れ とも同感 しない方ですか。」

同感する方 どちらとも わからない 同感 しない方

男 性(1,635人)

昭和62年

女性(2,148人)

0 io 2030 40 50 60 70 80 soioo(%)

1.7

男性(1,655人)

平成2年

女性(2,096人)

0 io 203040 5060 70 80 soioo(%)

(備考)総 理府「女性に関する世論調査」(昭和62年 、平成2年)により作成。
『平成4年版 国民生活白書』P.81

図一7性 別・年代で違う男女の役割意識

A「 女性は家にいて家事をすべきである」

B「 女性も男性と全く同様に社会に出て仕事をすべきである」

どちらかといえば どちらかといえば

こ近 い

男 性

女 性

OIO2030405060708090100(%)

〈男性〉

目.2 53.8
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28.06.3i
0辱、

、、
覧 ノ 1:
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〈女性〉

20歳 代

30歳 代

40歳 代

50歳 代

60歳 以上

0.7

0.5

2.1

1.6

3.6

0102030405060708090100 0102030405060.708090100(%)

(備考)L経 済企画庁「平成4年度国民生活選好度調査」により作成。

2.対象は全国に居住する20歳以上の男女2,440人 。
『平成4年版 国民生活白書』P .82
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図一8家 事分担の実態

「あなたが家の 中の仕事で最も重視 して行っていることは何ですか。(3つ選択可)」

妻 夫

(%)so 60 40 20

家計の管理

食事 の支度

隻事のあと片づけ

部屋の掃除

風 呂・トイレ掃除

ごみを出す

洗 濯

アイロンかけ

子供 のしつけ

子供の入浴の世話

子供の勉強をみる

(備 考)1.経 済企画 庁 「平 成4年 度 国民 生活選好 度調 査」によ り作成 。

2.「共 働 き世 帯の夫 」は本 人、妻 が と もに 「勤 め人 」と答 えた159人 、「共 働 き世帯の 妻」は本 人 、夫が と

もに「勤 め人」と答 えた[82人 の回 答で あ り、 同一世 帯の夫婦 の 回答で はな い。

3.「専 業主婦 の夫 」は 「妻 が無職 」と答 えた421人 、「専業 主婦」は「無職 の主婦 と答 えた399人 の回答であ

り、同一世 帯の夫 婦の 回答で はな い。

『平成4年 版 国民 生活 白書』P
.84

して も子供 を産 まないのである。より正確 に

言えば、厂多 くの子供 を産む」女性 が少な く

なっているということである。

しかし、 この問題 は 果た して女性たち

は 「子供 を産 まない」のか、「産めないのか」

か という形で問い直してみる必要がある。こ

れに関 しては、面白いデータが ある。「平成

4年 度国民選好度調査」(対 象:全 国の20才

以上の男女2440人)に よると、理想の子供数

ほ尋ねると平均2.55人 という結果になるが、

現実に予定 している子供の数は2.04人 になる

という。現実の子供の数が、理想の子供の数

を下回っているである(11頁)。 「本当はもっ

とも子供が欲 しいのに、そうすることがで き

ない」 という意味では、 これは 「産 まない」

ではなく 「産めない」のであるということに

なる。「少子化」の問題の核心 はここにある。

つまり、生理的には産む能力がありなが ら、

「産めない」 ということが問題である。

同調査で、その理由を3項 目複数回答で尋

一20一



ねた ところ、「子供 を育てるのにお金がかか

る」(34.5%)、 「年 齢 的 な理 由 等 で無 理」

(20.5%)、 「育児の体力的な問題」(19.6%)

が上位を占める。それに次いで、「家が狭い」

(15.4%)、 「教育 をめ ぐる状況に対 して不安」

(13.4%)、 「のびのび と育つ生活環境がない」

(13.0%)な どの育てる環境 についての不安

などにふれたものが続 く(11頁)。

「年齢的な理由」や 「体力的な理由」は、
「晩婚化」の問題へ戻 っていて しまうが、そ

れを除 くと 「少ない数の子供の しか持 たな

い」 とい う選択 を夫婦 に強 いているのは、

「子供 の教育の問題」 と 「住 まいの問題」に

つきる。白書でも、「子供の教育問題」には

多 くのスペースをさいて、「子供の教育」が

親 に大きな負担を強いている現状を分析 して

いる(「第4章 子供への期待 と教育」)。

前出の選好度調査 によると、「子供 にはど

の程度の教育をつけてほしいですか」 という

問いに対 して、男の子については 「大学」 と

答えるものが、男性の場合で66.3%、 女性の

場合で74.3%と 高い数字 を示 している。女の

子に関 しては、「短大 ・高専」(男性34.0%、

女性38.6%)と いう回答が最 も多 く、 これに
「大学」(男 性28 .6%、 女性31.2%)と いう回

答が続 く。女の子の場合で も、短大あるいは

大学 までい ってほ しい と思 ってい る人が6

～7割 い る とい うことで ある。(103-105

頁)。

こうして、高学歴 を目指 した子供への教育

投資が始 まるのだが、近年教育費の金額 は増

大する一方で、その絶対額はかな りの数字に

達する。白書の試算によると、最もお金のか

かる幼稚園から大学までの私立 コース(た だ

し、小学校のみは公立で、大学 は下宿の場

合)で は、教育費の総額 は1512万 円 に及ぶ

(ちなみに、 これは最 も安い自宅公立 コース

の713万 円の2倍 以上 となってい る。129-

130頁)。

特に大学の場合、最 も支出の多かった私立

コース下宿のケースでは、大学1年 の1年 間

では、初年度納付金 を含 めて、約259万 円必

要になるという。これは親の年間実収入725

万円(平 成3年 家計調査、全国勤労者世帯の

世帯主年齢45歳 ～54歳 の平均年間実収入)の

34.4%に 当たるという驚 くべき数字も紹介さ

れている(130頁)。 大学のサービスを提供す

る側に身 を置 くものとしては気持ちは複雑だ

が、高等教育に要する教育費が 「限界」に近

いものとなっていることは事実 として認めざ

るを得ない。

しかし、教育への投資額の多寡が、受験戦

争での勝者 を決める要因になるような現在の

受験システムがあるがぎり、 この事態を根本

的に変えることはできないだろう。

高給消費財 としての子供

子供をめ ぐる流行語が、1990年 代前後にあ

いついで登場 した。「一児豪華主義」「エンジ

ェル係数」「シックスポケット族」「キッズ ・

ビジネス」などがそれである。面白いことに

これ らは、いずれも 「金のかかる存在 として

の子供」 に言及するという点で共通 している。

白書では、 これらの問題を 「第II部 第2

章 子供 を取 り巻 く消費の動向」で詳しく検

討 している。そして、これ らが単なる 「流行

語」ではな く、事実の裏づけがあって出てき

た言葉であることを具体的な数字で検証 して

いる。

まず 「一児豪華主義」 とい うのは、「一点

豪華主義」をもじった もので、一人の子供 に

多額のお金をつぎ込んでぜいた くをさせると

いった意味の言葉である。

単純に考えれば、子供人口の減少は、子供

関連マーケ ットの規模を縮小 させる。 しかし、

子供一人当た りの消費が高額化すれば、その

マイナスは十分 に埋めることができ、全体 と

してみれば産業規模は拡大することも可能 に

なって くる。 白書の結論は、子供関連のマー

ケットの実情 は業種等によりさまざまであ り、
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一概 に断定で きないが、「……総 じて子供数

が急激に減少 している中にあって比較的堅調

に推移 している といえよう」(276頁)と なっ

ている。

そうした中で、子供にターゲッ トを絞 った

新 しい子供 ビジネス(キ ッズビジネス)も 登

場 し、隆盛を見せているもの も少な くない。

東京原宿 ・渋谷地区には子供服専門店や子供

洋品店が数多 く集 まり、全館子供専門のデパ
ー トも現れた。子供を対象 とした美容院やフ

ィットネスクラブ、メガネ売 り場や宝石売 り

場 まであるという(276頁)。 玩具のレベルを

はるかに越えた子供用の家電製品の存在 も良

く知 られている。

こうした事態を、 もうひ とつ別の観点か ら

見たのが 「エンジェル係数」である。これは

全消費支出に占める養育費(学 費、食費、衣

料費等子供にかか る全費用)の 割合を指 した

言葉で、「エンゲル係数」 をひね った もので

あることは言うまでもない。

白書が 「平成4年 度国民生活選好度調査」

の結果か ら割 り出 した ところによると、「エ

ンジェル係数」は、大まかな平均で子供1人

世帯で16～17%程 度、子供2人 世帯で24～27

%程 度になっているという(279頁)。 決 して

小さ くない数字 である。「エンジェル係数」

の場合 も、単なるムー ドではな く、その言葉

に見合った現実が存在することが確認されて

いる。そこで、白書 として は珍 しい過激な

(!?)表 現 の次 の ような結論 が導か れ る。
「……子供の存在が昔のように労働力 として

とらえられるのではなく、その成長や愛する

こと自体が楽 しみであり喜びで もあるという

意味で、いわば生産財から高給消費財 に変わ

ってきてい るという面 もあるもの と思われ

る」(280頁)。 さらに悪い言葉を使 うなら、

今や子供 はす っか り 「金食い虫」的な存在に

なってしまった というわけである。

対応策

それではどうすればいいのか。「少子化」

の原因は、今 まで見てきたように非常にはっ

きりしている。 したがって、その対応策 も理

屈の上で、その方策を述べることは容易であ

る。

白書がその 「むすび」のタイ トル として使

っている言葉一 「安心 して子供を産み育て

ることがで きる豊かな社会の確立」、これに

つきるのである。"子 供 を安心 して生み育 て

ることのできる社会環境の整備"と いうこと

である。

抽象的な一般論 としてはまさにこの とお り

なのだが、 さすが これでは答 としては納得が

得 られないだろう。白書は具体的に次の3点

を対応策 としてあげている。

(1)出 産 ・育児に関する支援体制の一層の整

備。

(2)住 宅や都市公園な ど親や子供がゆった り

と安心 して過 ごせる空間の充実。

(3)一 人一人の子供の個性が重視 された教育

の充実 と教育費負担の軽減。

さらにこれ らに加えて、"社 会 の変化 に対応

して家族 とその構成員の役割 も見直される必

要がある"と の補足がある(308-309頁)。

ここで上げられている論点は、すでに個々

の議論の中でふれてきたことである。(2>につ

いては本稿では敢えて取 り上げなかったが、

それはあまりにも自明なことだか らである。

生活の器 としての住居に、十分なスペースが

備わっていない ところで子育てができないの

は当然過ぎることだからである。劣悪な住環

境が 「晩産化」の原因となること(高 年齢初

産 を強いること)は 、早川(1979)な どでつ

とに指摘 されている。 したがって、劣 悪な

(特に都会の)住 環境の現状 が改められない

限 り 「少子化」の根本的解決はあ り得ないと

思う。

それに対 し、(3)は実現が一番難しいことで

あるか もしれない。すでに先に述べた ように、

このためには教育への投資額の多寡が、受験
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戦争での勝者を決めるような受験システムを

改善 しなければならないか らだ。受験戦争を

終結 しなければならないわけだが、その弊害

は繰 り返 し指摘 され続 けているものの、一向

に改善される気配 もない。仮 に、受験 システ

ムが改善されても、問題の根本的解決 になら

ないことは誰でも良 くわかっている。 その背

後にr学 歴社会」 という動かしがたい難物が

横たわっているからだ。

そ して、実 はもっと難物なのが白書が付け

足 した部分である。 これは言い換 えると家族

の構成員の意識の問題になって くる。伝統的

な役割意識 とりわけ性別役割意識の改変が要

求されているのである。多 くの論者が指摘す

るように、特 に男の意識改革が求められてい

る2)。そしてそれは、最近 ようや く議論が盛

り上が りつつある会社本位主義 ・企業中心主

義か らの脱却 という問題 とも深 くかかわって

いる3)。ところが、制度を変えることよりも

意識 を変 えることの方がずっと困難なのであ

る。

おわりに

それでは今後 厂少子化」はどのような展開

を示すだろ うか。平成4年 版 『国民生活 白

書』への感想 として、(も ちろんアイロニカ

ルにだが)"こ うなったらあとは、貴花田・宮

沢 りえのカップル効果で 「少子化」を食い止

めてもらうしかない"と コメン トした人がい

たが4)、それ もだめになった今 となっては、

「小和田雅子さん効果」にで も期待するしか

ない ということになるかもしれない。キャリ

アウーマ ンの 「駆 け込み結婚」「駆 け込み出

産」に期待するというわけだ。小和田 さんの

結婚をその本質を誤解 して 「やっぱり女性 は

結婚だ!」 と受け取 る人 もいるらしいので、

まんざら効果なしとも言えないか もしれない。

はたまた、バブル崩壊による女性の就職難

が、女性 を結婚 に向かわせ るとい う珍説もあ

る。「永久就職 としての結婚」の再評価 とい

うわけである。

ここまで珍説が出たら、 こんな説 も可能だ。

「非摘出子の差別の廃止」である。 これによ

って未婚の母 も安心 して子供が産める!?

「結婚 はした くないが子供 は欲 しい」 という

女性は少な くないか ら、案外これは有効か も

しれない。

いずれにして も、 これから 「親」 となって

実際に子育てをするのは、例の 「新人類」及

びそれ以降の世代 である。新 しいタイプの
「親」たちが登場 して くるわ けである。彼 ら

を動かすためには、今 までにはない新 しい仕

掛けとそれなりの戦略が必要 とされるだろう。

そして何 よりも重要なのは、個々の 「産むか

産 まないか」の選択 につきまとう切実な悩み

にどう答えられるか ということである。

注

1)1992(平 成4)年4月1日 より 「育児休

業法」が施行 され、男女を問わず子供が

1歳 に達するまでの間、育児休業を取 る

ことが可能 となった。児童手当制度は、

平成3年 に支給対象を第1子 からに拡大

するとともに支給額を2倍 に増額 し、第

1子 及び第2子 については5千 円、第3

子以降1人 につ き1万 円とすること、支

給期間を段階的に3歳 未満 に重点化する

ことを内容 とする改正が行われ、平成4

年1月 か ら実施 された。

2)佐 藤綾子 「男性 の意識改革必要」(平 成

4年 版 『国民生活白書』へのコメント)

『読売新聞』1992 .11.13

3)奥 村(1992)、 内橋 ほ か(1992)、 市 川

(1992)参 照。

4)西 川 りゅうじん 「私の感想一みんな未熟

で計算高い」(平 成4年 版 『国民生活白

書』へ の コメ ン ト)『朝 日新聞』1992.

11.13

一23一



資料1一合計特殊出生率の推移

(備考)i厚 生省「人口統計資料集」りより作成。
『平成4年 版 国民 生活 白書』P .5

資料2一諸外国との 出生率 の比較
(人)
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(備 考)1.各 々以下 によ り作成 。

(1)アメリカについては商務 省"StatisticalAbstractoftheUnitedStates,1991"、1965に ついては60

～64年 の平均である。

(2)旧西 ドイ ツ、フ ランス 、スウ ェーデ ン、イ タ リア およびイ ギリスについて は、欧州評議会"Re-

centDemographicDevelopmentinEurope,1990"

(3)日本については厚 生省 資料 。

『平成4年 版 国民 生活 白書』P .7
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